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中国において 2026年は、第 15次 5カ年計画（2026〜2030 年）の初年度にあたる。同

計画の綱要を改めて見てみると、人民元国際化に関する記述に前期と比べて明らかな変

化が生じている。2026 年以降、人民元国際化施策がより積極的に推進される可能性が高

い。 

具体的には、第 14 次 5 カ年計画では「穏健・慎重に人民元国際化を推進する」という

抑制的表現となっていたものが、第 15 次 5 カ年計画では「人民元国際化を推進し、資本

収支項目の開放水準を高め、自主的・コントロール可能な人民元クロスボーダー決済シ

ステムを構築する」との表現に変わり、「穏健・慎重に（「穏慎」）」という表現が取り

除かれたことがわかる。ここから、今後数年間、中国はより積極的に人民元国際化政策を

推進する可能性が見込まれている。 

 

第 14 次 5 カ年計画期の人民元国際化の政策の焦点は、貿易・投資決済での人民元利用

拡大・市場開放と、金融リスク管理の両立であった。それが第 15 次 5 カ年計画ではクロ

スボーダー決済網、オフショア人民元市場、資本項目開放、デジタル人民元の活用が前面

に打ち出されている。経済安全保障との関係では、第 14 次 5 カ年計画では人民元国際化

は金融開放・改革の一部と位置づけられたが、第 15 次 5 カ年計画では米ドル利用の際の

金融制裁リスクを意識してか、決済網の自律性、国際金融秩序の多極化が明確にされて

いる。これらのことから、第 15 次 5 カ年計画期間は、より能動的で制度構築型の推進が

行われ、それは単なる人民元の利用拡大ではなく、インフラと制度を中国主導で整備し

ていくとの色彩を濃くし、人民元国際化は、経済政策であるだけでなく金融安全保障政

策としての性格を強めているとも言えそうだ。 

上記のような変化を、より明らかにするために、第 11 次 5 カ年計画（2006 年～）まで

逆上り、5 期 25 年にわたる各計画の綱要から、人民元国際化政策の変遷を見ておくこと

は有用と考えられ、図表にまとめたので以下お示しする。  
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【図表】人民元国際化政策の変遷 

 

2026 年に入り、中国人民銀行の潘功勝総裁はいくつかのフォーラムに登壇し、そこで人民

元国際化の政策について言及している。そこからは中国が 2026年に入り積極的に人民元国際

化政策を推進している姿が、より具体的に見られる。 

五カ年計画
・期間

計画期間に起きた
イベント

綱要上の表現の日本語訳
「人民币」

表出状況
人民元国際化の位置づけ

についての説明

第11次
（十一五）

2006–2010年

・2007から08年、グロー
バル金融危機が発生。
・2009年3月、当時中国・
人民銀行総裁の周小川氏
が「国際通貨システム改革
に関する考察」を発表。

「管理された変動相場制度
を整備し、人民元の資本項
目における兌換性を段階
的に実現する。」

1回。
改革・発展：1
対外開放：0
安全：0
香港等：0

【改革期】
・国際化という概念はまだ登場せ
ず、金融・為替制度改革と資本項目
における兌換可能化（「可兌換」)を
目指すことが掲げられる（「人民币

国际化」、「人民币跨境使用」はまだ

明示されていない）。

第12次
（十二五）

2011–2015年

・2013年、「一帯一路構
想」（アジア、ヨーロッパ、ア
フリカを結ぶ巨大な広域経
済圏を形成するプロジェク
ト）が打ち出され、人民元の
国外使用が推進される。
・2015年7月「チャイナ
ショック」発生。

「市場の需給を基礎とする
管理変動相場制度を整備
し、外貨管理制度改革を進
め、人民元のクロスボー
ダー使用を拡大し、人民元
の資本項目における兌換
性を段階的に実現する。」

3回に増加。
改革・発展：2
対外開放：0
安全：0
香港等：1

【クロスボーダー使用の推進期】
・「クロスボーダー使用（跨境使
用）」が国家計画に明記された。
「国際化」という抽象的目標より、ま
ず人民元を国外で実際に利用可能
にする方向。
・香港については、「離岸人民币业

务中心」が登場し、オフショア人民

元市場の整備・拡大が行われた。

第13次
（十三五）

2016–2020年

・2015年11月、IMF（国際
通貨基金）が中国の働きか
けを受けて人民元をSDR
（特別引出権）の構成通貨
に採用することを決定し、
2016年10月に正式導入。

「人民元の資本項目におけ
る兌換性を秩序立てて実
現し、兌換可能性・自由使
用可能性を高め、人民元国
際化を着実に（「稳步」）推

進し、人民元資本の海外進
出を進める。」

8回に増加。
改革・発展：2
対外開放：4
安全：0
香港等：1
成果認識
（SDR）：1

【自由化・国際化の推進と慎重さが
折り重なる時期】
・大きな転換点となった時期。
・「人民元国際化（人民币国际化）」

が明示的な政策目標となり、資本
項目可兌換、人民元自由使用、資
本の海外進出、金融市場の双方向
開放を一体的に進める構想が打ち
出され、過去25年間で最も「自由
化→国際化」の連結が強い時期。
・他方、「チャイナショック」の傷跡は
大きく、期中に、慎重姿勢への転換
が始まっている。

第14次
（十四五）

2021–2025年

・2022年、コロナ禍により
上海がロックダウンを経
験。
・人民元国際化は「着実か
つ慎重に」（「稳慎」）推進と

の方針に後退し、インフラ
整備などが地道に進められ
た。

「人民元国際化を穏健かつ
慎重に（「稳慎」）推進し、市

場主導と企業の自主的選
択を堅持し、人民元の自由
な使用を基礎とする新型の
互恵的協力関係を構築す
る。」

4回に減少。
改革・発展：0
対外開放：2
安全：1
香港等：1

【国際化と安全の両立を目指す形
に移行した時期】
・「稳步」から「稳慎」へとの重要な

変化が生じ、抑制的方針に。 資本
項目可兌換を前面に出していた第
13次からやや後退。
・「国家経済安全保障」の中に人民
元クロスボーダー決済システムが
登場しており、国際化と金融安全が
明示的に接続する形に。

第15次
（十五五）

2026–2030年

・人民元国際化の項目から
「着実かつ慎重に」（「稳

慎」）の表現が外れ、より積
極的な政策推進の可能性
が出てきた。
・2026年以来、潘功勝中
国人民銀行総裁の発言等
に注目が集まっている。

「人民元国際化を推進し、
国際貿易・投融資における
人民元使用を拡大し、資本
項目の開放水準を高め、自
主的にコントロール可能な
（「自主可控」）人民元クロ
スボーダー決済体系を構
築し、人民元オフショア市
場を発展させる。」

7回に増加。
改革・発展：2
対外開放：4
安全：0（注）
香港等：1

【安全を内包した国際化の推進を
目指す形に変化】
・人民元国際化を、具体的な制度・
インフラに分解し、より能動的な制
度構築型の推進に重点を移す。 ・
「自主可控」は中国主導でのインフ
ラ整備を推進する姿勢を表わす。
・人民元国際化は経済政策である
と同時に金融安全保障政策として
の性格を増し、安全保障を開放政
策の内部条件に取り込んだ上での
国際化と読める。

（注）第15次の「安全：0」は章立てによる形式分類である。「建设自主可控的人民币跨境支付体系」との表現が「安全」の篇・章

ではなく、「积极扩大自主开放」に置かれていることを踏まえ、内容で分類するなら、「自主可控」は金融安全・経済安全保障的性

格を持つことから、「対外開放4」のうち1回は「開放＋安全」の重複属性とするのが実態に近いと考えられる。
（出所）中国国家発展・改革委員会HPより国際通貨研究所作成。
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まずは 3 月の中国発展ハイレベルフォーラムにおいて、潘総裁は、パンダ債発行、オフシ

ョア人民元債、海外投資家の人民元建て金融資産保有の拡大を取り上げ、人民元が国内外の

主体に多様な通貨選択肢を提供していると述べた。さらに、6 月の（上海）陸家嘴フォーラム

では、海外中央銀行向けの人民元レポ制度、上海自由貿易試験区でのオフショア人民元為替

取引、上海国際金融センターにおけるオフショア金融発展、短期金融市場の流動性管理改善

などが示された。これらは人民元の国際利用を拡大するだけでなく、海外投資家・中央銀行

が人民元を保有しやすくし、必要時に流動性を確保しやすい環境を整えるための措置である。 

さらに、7 月 7 日には香港で「香港固定収益・通貨サミット兼債券通フォーラム（Hong 

Kong FIC & Bond Connect Summit、香港固定收益及貨幣峰會暨債券通論壇）」が開催され、

中国と香港の協力による、オフショア人民元ハブとしての香港の地位強化や市場の効率化に

向けた一連の強化策が発表されている。 

 

このように見ると、北京、上海、香港の金融当局や市場参加者らが連携して人民元国際化

の施策を具体化していこうとする姿が浮かび上がる。そしてこの流れは、2027 年以降も続い

ていくと予想される。第 1 次トランプ政権の発足以来、特に本腰を入れて国家安全保障と経

済発展のバランスを模索し続けてきた中国であるが、ここに来て新たな積極的な動きが出て

きており、こうした動きを米中関係の動向とともに、引き続き注視して行きたい。 
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